
 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事後開示書類 

 

（吸収合併に係る事後備置書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 年 4 月 1 日 

 

 

 

株式会社アーレスティ 



2022 年 4 月 1 日 

 

愛知県豊橋市三弥町中原1番 2号 

株式会社アーレスティ 

代表取締役 高橋新 

 

吸収合併に係る事後開示書面 

（会社法第 801 条第 1 項及び会社法施行規則第 200 条に基づく事後備置書面） 

 

当社及び株式会社アーレスティプリテック（以下「アーレスティプリテック」という）

は 2021 年 12 月 24 日付の吸収合併契約書に基づき、当社を吸収合併存続会社、アーレステ

ィプリテックを吸収合併消滅会社、効力発生日を 2022 年 4 月 1 日とする吸収合併（以下「本

合併」という）を行いました。本合併に係る事後開示書類は下記の通りです。 

 

記 

１．本件吸収合併が効力を生じた日 

2022 年 4 月 1 日 

 

２．吸収合併消滅会社における法的手続きの経過 

（１）吸収合併差止請求 

アーレスティプリテックは当社の完全子会社であったため、株主からの差止

について該当する事項はありません。 

（２）反対株主の株式買取請求 

アーレスティプリテックは当社の完全子会社であったため、会社法第 785 条

第 1 項の規定に基づく株主からの株式買取請求について、該当する事項はあり

ません。 

（３）新株予約権買取請求 

アーレスティプリテックは新株予約権を発行しておりませんので、該当する

事項はありません。 

（４）債権者の異議 

アーレスティプリテックは、2022 年 1 月 6 日付の官報において公告するとと

もに個別通知により債権者に対し本合併に対する異議の申述の催告を行いまし

たが、異議申述期限までに異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

３．吸収合併存続会社における法的手続きの経過 

（１）吸収合併差止請求 

本合併は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であるため、該当

する事項はありません。 

 



（２）反対株主の株式買取請求 

本合併は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であるため、同法

第 797 条第 1 項但書の規定により、該当する事項はありません。 

（３）債権者の異議 

当社は、2022 年 1 月 6 日付の官報及び電子公告において、債権者に対し、本

合併による異議申述の公告を行いましたが、異議申述期限までに債権者からの

異議の申出はありませんでした。 

 

４．吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

当社は、本合併の効力発生日をもって、アーレスティプリテックからその資産・負

債及びその他の権利義務一切を承継しました。 

 

５．吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

別紙のとおりです。 

 

６．変更登記日 

本合併による当社の変更登記申請及びアーレスティプリテックの解散登記申請は、

2022 年 4 月 13 日に行う予定です。 

 

７．前各号に掲げるもののほか、本件吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

 

以上 

 



別紙 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書類 

 

（吸収合併に係る事前備置書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年 12 月 24 日 

 

 

 

株式会社アーレスティ 

株式会社アーレスティプリテック 



2021 年 12 月 24 日 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

愛知県豊橋市三弥町中原 1番 2号 

株式会社アーレスティ 

代表取締役 高橋新 

 

静岡県浜松市中区高丘東三丁目 8番 38 号 

株式会社アーレスティプリテック 

代表取締役 蒲生新市 

 

株式会社アーレスティによる株式会社アーレスティプリテックの吸収合併に係る事前開示 

（吸収合併存続会社：会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

（吸収合併消滅会社：会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 182 条に基づく事前備置書面） 

 

株式会社アーレスティ（以下「吸収合併存続会社」という）及び株式会社アーレスティプリテック（以

下「吸収合併消滅会社」という）は 2021 年 12 月 24 日開催の各社取締役会にて、2022 年 4 月 1 日を効

力発生日とする吸収合併（以下「本合併」という）を実施することを承認し、合併契約書を締結いたし

ました。よってここに本合併に係る事前開示をいたします。 

 

記 

 

１．吸収合併契約 

2021 年 12 月 24 日付合併契約書の内容は、別紙１をご参照ください。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社は完全親子関係にあることから、本合併に際し株式その他

の金銭等の交付は行いません。 

 

３．合併対価について参考となるべき事項 

該当事項はございません。 

 

４．吸収合併消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

該当事項はございません。 

 

５．計算書類に関する事項 

【吸収合併存続会社】 

（１）最終事業年度に係る計算書類等 

吸収合併存続会社は、有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出しています。

最終事業年度に係る計算書類については、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示

書類に関する電子開示システム（EDINET）によりご覧いただけます。 



（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算

書類等の内容 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

該当事項はありません。 

 

【吸収合併消滅会社】 

（１）最終事業年度に係る計算書類等 

別紙２をご参照ください。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算

書類等の内容 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

該当事項はありません。 

 

６．債務の履行の見込みに関する事項 

最終事業年度末日現在の吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の貸借対照表における資産の額、

負債の額及び純資産の額は下記のとおりです。 

単位：百万円 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

吸収合併存続会社 

（2021 年 3 月 31 日現在） 
132,223 76,591 55,631 

吸収合併消滅会社 

（2021 年 3 月 31 日現在） 
6,457 1,334 5,123 

いずれの会社においても、資産内容上短期支払能力に問題はなく、合併の効力発生日までに資産

及び負債の状態に重大な変動を生じる事態は現在のところ予測されていません。よって、本合併に

より吸収合併存続会社の負担すべき債務について、履行の見込みがあると判断します。 

 

以上



別紙１



【審議事項】
第１号議案　第６０期 第４四半期 決算承認の件

決算報告書

　第　６０　期

令 和 3 年 3 月 31 日 ま で

令 和 2 年 4 月 1 日 か ら

浜松市中区高丘東三丁目８番３８号

株式会社アーレスティプリテック

別紙２



（単位　　円）

6,457,566,961 1,334,322,752

1,531,175,990 1,203,777,326

4,338,482 74,765,849

8,471,117 370,670,848

692,993,891 131,362,330

175,479,440 87,516,607

36,286,673 143,300,000

34,725,657 2,209,877

189,278,702 204,239,474

13,292,614 54,675,519

7,372,772 129,530,500

358,863,883 5,506,322

1,514,700

1,780,868

6,777,191

4,926,390,971 130,545,426

4,578,432,599 119,478,226

1,080,682,701 8,067,200

3,000,000

102,286,621

5,123,244,209

11,166,441,616 5,123,244,209

100,000,000

11,842,148 100,000,000

15,000,000

1,137,839,069 15,000,000

5,008,244,209

413,988,905 25,000,000

490,173,948 4,983,244,209

13,414,027

726,667

12,547,924

139,436

334,544,345

200,000

150,000

73,936,439

260,257,906

6,457,566,961 6,457,566,961

預 り 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

未 払 金

原 材 料

仕 掛 品

設 備 関 係 支 払 手 形

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

前 払 費 用

未 収 入 金

貯 蔵 品

親 会 社 預 け 金

構 築 物

△ 11,797,967

△ 802,480,471建 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

△ 92,764,006

車 両 運 搬 具

貸借対照表

令和 ３ 年  ３ 月 ３１ 日現在　

資     産     の     部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

資  産  の  部 負　債　の　部

流 動 資 産

製 品

流 動 負 債

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

買 掛 金

未 払 建 設 金

支 払 手 形現 金 預 金

借 地 権

工具器具備品減価償却累計額 △ 1,041,017,992

工 具 器 具 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権

資　産　合　計

その他投資その他の資産

出 資 金

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

建 設 仮 勘 定

土 地

負債・純資産合計

△ 16,755,791

5,000,000,000

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

別 途 積 立 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

立 替 金

ソ フ ト ウ エ ア

未 収 還 付 法 人 税 等

固 定 資 産

株 主 資 本

純 資 産 の 部

固 定 負 債

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

長 期 未 払 金

そ の 他 固 定 負 債

長 期 資 産 除 去 債 務

有 形 固 定 資 産

建 物

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

関係会社未収法人税等

車両運搬具減価償却累計額

△ 7,876,761,973機 械 装 置 減 価 償 却 累 計 額



Ⅰ

. 4,666,691,485 4,666,691,485

Ⅱ

. 156,841,082

. 4,746,728,077

4,903,569,159

. 175,479,440

. 20,880,528

. 1,230,644 4,750,200,891

83,509,406

153,048,777

236,558,183

Ⅲ

. 302,610

. 7,000

. 1,159,728

. 3,177,797 4,647,135

231,911,048

Ⅳ

. 156,333

. 75,260,000 75,416,333

Ⅴ

. 7,136,995

. 1,455,000

. 80,299 8,672,294

165,167,009

△ 5,382,762

36,794,171 31,411,409

196,578,418

3

（１）

期 末 製 品 棚 卸 高

売 上 原 価

期 首 製 品 棚 卸 高

合　　　計

当 期 製 品 製 造 原 価

1

営 業 損 失

2

1

販売費及び一般管理費

3

（２）

ス ク ラ ッ プ 売 却 益

5

当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

有 形 固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 特 別 損 失

損益計算書

（単位　　円）

営 業 費 用

1

営 業 収 益

売 上 高

令和　２　年  ４  月  １  日から

令和　３　年  ３  月 ３１ 日まで

雑 収 入4

1

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額

4 返 品 加 工 賃

3

売 上 総 損 失

受 取 利 息

営 業 外 収 益

2 受 取 配 当 金

2 固 定 資 産 除 却 時 費 用

特 別 利 益

経 常 損 失

1

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 売 却 益

2 補 助 金 収 入





別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

100,000,000 15,000,000 15,000,000 25,000,000 5,000,000,000 179,822,627 5,204,822,627 5,319,822,627

固定資産圧縮積立金の取崩 0 0 0

別途積立金の積立 0 0 0

剰余金の配当 0 0 0

当期純利益 △ 196,578,418 △ 196,578,418 △ 196,578,418

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

0 0

0 0 0 0 0 △ 196,578,418 △ 196,578,418 △ 196,578,418

100,000,000 15,000,000 15,000,000 25,000,000 5,000,000,000 △ 16,755,791 5,008,244,209 5,123,244,209

固定資産圧縮積立金の取崩 0

別途積立金の積立 0

剰余金の配当 0

当期純利益 0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

0

0

0

0

0

0

5,319,822,627

0

0

0

△ 196,578,418

0

△ 196,578,418

5,123,244,209

株主資本等変動計算書

 令和　２　年  ４  月  １  日から

 令和  ３  年  ３  月 ３１ 日まで

（単位　　円）

その他
資　本
剰余金

その他の利益剰余金

利　益　剰　余　金

利益剰余
金 合 計

株主資本
合　　計

株 　 主　  資　  本

利　益
準備金

令和3年3月31日 期末残高

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

令和 2年 4月 1日 期首残高

資 本 金

純資産合計

事業年度中の変動額合計

令和3年3月31日 期末残高

その他有価証券
評 価 差 額 金

資本剰余金

資本剰余
金 合 計

評価・換算
差額等合計

事業年度中の変動額

令和 2年 4月 1日 期首残高

評 価 ・ 換 算 差 額 等

0 0

0

0

0

0



個 別 注 記 表 
 
［重要な会計方針］ 

 
  １．有価証券の評価基準及び評価方法 
     その他有価証券 
      時価のあるもの    ・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
       時価のないもの    ・・・・・・・移動平均法による原価法によっております。 

 
  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 
      製 品・・・・・・・ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。 
      仕 掛 品・・・・・・・     同   上 
      原 材 料・・・・・・・    同   上 
      貯 蔵 品・・・・・・・最終仕入原価法による原価法によっております。 

 
  ３．固定資産の減価償却の方法 
 
      有 形 固 定 資 産・・・・・・・定額法によっております。 

 
                    建物             2年 ～ 31年 
                    建物附属設備     2年 ～ 15年 
                    構築物            2年 ～ 41年 
                    機械装置           2年 ～ 10年 
                    車両運搬具        2年 ～  6年 
                    工具治具          2年 ～  3年 
                    什器備品           2年 ～  9年 

 

      無 形 固 定 資 産・・・・・・・法人税法の規定に基づく定額法によっております。なお、自社利用

のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（ 5年）に基

づく定額法を採用しております。 

 
  ４．引当金の計上基準 
 
      賞 与 引 当 金・・・・・・・従業員に対して支給する賞与の支給に備えるため、翌期の支給見込

額のうち当期の負担すべき額を計上しております。 
       製 品 保 証 引 当 金・・・・・・・当社が製造した製品の不具合に伴う費用を過去の実績を基準として

発生見込額を計上しております。 

 

  ５．リ－ス取引の会計処理 

 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 

 



 

  ６．消費税等の会計処理 

 
      税抜方式によっており、控除対象外消費税額については発生年度の費用として処理しております。 

 
  ７．税効果会計の適用 
 
       法人税、住民税及び事業税については税効果会計を適用しております。繰延税金資産および繰延 

税金負債の計算に当たって使用する法定実効税率は、35.2896％にて計算しております。 

 

８．連結納税制度の適用 

    当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

 

 

 ［貸借対照表］ 

 
  １．関係会社に対する債権債務 
      親会社に対する金銭債権                  １，０４３，０２３，７５２円 

         親会社に対する金銭債務                                     ２０９，８１０，３４３円 

      
  ２．有形固定資産の減価償却累計額                                ９，８２４，８２２，４０９円 

 
［損益計算書］  
 
  １．関係会社との取引高の総額 
      営業取引     営業収益                                ４，５５５，７３９，９５８円 
              営業費用                 １，４２７，６２８，０８６円 
       営業取引以外  営業外収益                                       ３０２，６０５円 
 
 
 
 
［株主資本等変動計算書］ 

 
  １．当該事業年度の末日における発行済株式数                  ２００，０００株 

  
  ２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
       該当事項はありません 

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません 

 

 

 

 

 

 

 

 



［税効果会計］ 

 

  １．繰延税金資産・負債の発生原因別の内訳 
    （固定資産） 

賞与引当金繰入額否認                       ５０，５６９，９９７円 

繰越欠損金                         １０１，７４４，４５４ 

未払確定拠出年金                          ５９８，０６８ 

未払確定拠出年金（移行遡及分）                 ６３，９２１，０３３ 

退職給付費用（前払年金評価損益分）            △ １６，０５７，９６９ 

減価償却超過額                          ２８，２１７，１５７ 

一括償却資産損金算入限度額超過                 ３，５２８，９５５ 

未払費用（次期夏季賞与分社会保険料）                ７，６９９，１３２ 

製品保証引当金                           ７７９，８５７ 

棚卸資産評価損否認                         ８３７，５６４ 

未払事業税                           △ ６６４，２９１ 

事業所税                                 ９９，８３４ 

減損損失否認（電話加入権）                     ６４３，９６９ 

資産除去債務                          ２，８４６，８８３ 

繰延税金資産小計                    ２４４，７６４，６４３ 

将来減算一時差異に係る評価性引当額           △ １１０，０８４，５８０ 

繰延税金資産合計                    １３４，６８０，０６３･･(イ) 

 

（固定負債） 
譲渡損益調整勘定（有価証券）                  ６０，７４３，６２４円 

繰延税金負債合計                         ６０，７４３，６２４･･(ロ) 

 
繰延税金資産の純額 (イ)－(ロ)                           ７３，９３６，４３９円 

 
 
［1株当たり情報］ 

 
      １． １株当りの当期純損失                           ９８２．８９円 
      ２． １株当りの純資産額                          ２５，６１６．２２円 
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1 有形固定資産及び無形固定資産の明細

2 引当金の明細

3 販売費及び一般管理費の明細

4 関連当事者との取引に関する注記のうち省略した事項

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

会 社 計 算 規 則 第 １ １ ７ 条 に 基 づ く 附 属 明 細 書

株式会社 アーレスティプリテック



１．有形固定資産及び無形固定資産の明細
（単位：円）

資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 期末取得原価

建 物 302,161,899 990,000 2,529,360 22,420,309 278,202,230 802,480,471 1,080,682,701

構 築 物 11,257,259 0 0 1,734,644 9,522,615 92,764,006 102,286,621

機 械 装 置 2,316,157,469 1,477,982,983 5,404,441 499,056,368 3,289,679,643 7,876,761,973 11,166,441,616

車 両 運 搬 具 110,434 0 3 66,250 44,181 11,797,967 11,842,148

治 具 124,885,039 53,798,344 49,036,453 68,054,663 61,592,267 823,102,497 884,694,764

工具器具備品 35,868,090 10,456,400 1 11,095,679 35,228,810 217,915,495 253,144,305

小計 2,790,440,190 1,543,227,727 56,970,258 602,427,913 3,674,269,746 9,824,822,409 13,499,092,155

土 地 413,988,905 0 0 0 413,988,905 0 413,988,905

建 設 仮 勘 定 1,472,089,626 490,173,948 1,472,089,626 0 490,173,948 0 490,173,948

計 4,676,518,721 2,033,401,675 1,529,059,884 602,427,913 4,578,432,599 9,824,822,409 14,403,255,008

借 地 権 12,547,924 0 0 0 12,547,924

ソ フ ト ウ ェ ア 3,778,067 0 0 3,051,400 726,667

電 話 加 入 権 219,735 0 80,299 0 139,436

計 16,545,726 0 80,299 3,051,400 13,414,027

投資有価証券 200,000 0 0 200,000

出 資 金 150,000 0 0 150,000

差 入 保 証 金 11,620,200 0 0 11,620,200

リサイクル預託金 85,110 0 28,030 57,080

前払年金費用 203,077,223 248,580,626 203,077,223 248,580,626

繰延税金資産 110,730,610 0 36,794,171 73,936,439

計 325,863,143 248,580,626 239,899,424 334,544,345

当期の重要な増加は次の通りです。

豊橋工場 　内　　容 （新規立上機種等） 備考
 機械装置 GEN4ｲﾝﾊﾞｰﾀ･ｺﾝﾊﾞｰﾀ 19台 434,801,721円
　　　〃 AXOサイドカバー 9台 332,898,160円
　　　〃 TR2K3オイルパン 18台 332,197,840円 Step1,Step2

　　　〃 FCコンバーター 10台 226,481,600円

 建設仮勘定(機械) 4B12ブロック 13台 168,710,420円

　　　〃 GEN5ｲﾝﾊﾞｰﾀ―ｹｰｽ 8台 103,995,700円

　　　〃 098Eオイルパン 6台 60,268,540円

 建設仮勘定(治具) GEN5ｲﾝﾊﾞｰﾀ―ｹｰｽ 6台 15,467,400円

    　〃 4B12ブロック 10台 15,191,347円

  　  〃 098Eオイルパン 12台 5,139,695円

区分

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

投
資
そ
の
他
資
産

当期増加金額



２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

賞 与 引 当 金 124,800,000 18,500,000 143,300,000

製 品 保 証 引 当 金 979,233 1,230,644 2,209,877

注.　計上の理由及び額の算定方法は、重要な会計方針に記載のとおりです。

　

期末残高
当期減少額

当期増加額区　　　　分 期首残高



３．販売費及び一般管理費の明細
（単位：円）

勘 定 科 目 金　　　　額　

1 . 運 送 費 63,783,787

2 . 荷 造 材 料 費 2,834,215

3 . 役 員 報 酬 12,161,984

4 . 事 務 員 給 与 41,658,425

5 . 事 務 員 賞 与 4,343,526

6 . 賞 与 引 当 金 繰 入 額 4,233,223

7 . 退 職 給 付 費 用 -162,230

8 . 法 定 福 利 費 9,431,369

9 . 福 利 厚 生 費 2,286,267

10 . 広 告 宣 伝 費 21,816

11 . 旅 費 交 通 費 86,431

12 . 事 務 用 品 費 1,113,069

13 . 租 税 公 課 705,086

14 . 通 信 費 830,177

15 . 支 払 手 数 料 1,837,758

16 . 保 守 料 711,576

17 . 教 育 訓 練 費 115,146

18 . 専 門 家 報 酬 4,568,359

19 . 寄 付 金 3,000

20 . 保 険 料 43,920

21 . 印 刷 費 163,800

22 . ラ イ セ ン ス 費 用 1,105,080

23 . 雑 費 1,172,993

計 153,048,777

　注. 会社が無償でおこなった財産上の利益供与はありません。



４．関連当事者との取引に関する注記のうち省略した事項

会社計算規則第１２０条第１項ただし書きにより次の事項の注記は省略しました。

１． 関連当事者との取引の内容

２． 取引の種類別の取引金額

３． 取引条件及び取引条件の決定方法

４． 取引条件の変更があったときの注記事項




